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経常収支比率の分析
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※１ 本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

２ 当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

３ 類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄

（人件費）

職員数が類似団体平均よりも多いことが、経常収支比率の人件費が高くなっている主な要因であり、H21以降予定される退職者に対し、

新規採用を控えることにより職員数の削減、人件費の抑制に努める。

（物件費）

行財政改革の推進による委託料等の見直しの結果、類似団体平均よりも低い結果となっている。近年、情報システム関係の委託料が

増加傾向にあるため、今後も一層の抑制に努めなければならない。

（扶助費）

現在は類似団体平均よりも低い値であるが、障害福祉関係の扶助費は増加傾向にあり、今後の扶助費の増が懸念される。

（補助費等）

行財政改革の推進による各種団体等補助金の見直しにより、現在は類似団体平均と同値である。一部事務組合の負担金については、

今後施設の修繕費が増加する見込みであり補助費の増加が懸念される状況である。各種団体等補助金については、毎年見直しを行い、

削減に努める。

（公債費）

平成１５～１７年度にかけて、温泉温浴施設整備事業及びケアハウス等施設整備事業による地方債の発行額が多額となっていたため、

平成１７年度以降、類似団体を大きく上回る結果となった。平成１８年度以降、地方債の発行額は抑制しており、平成２５年度には30％

以下の水準となるよう努める。

（その他）

類似団体よいも若干低い値であるが、高齢化率が44.8％にもなっている本村にとって、今後医療関係特別会計の繰出金は増加傾向

にあるため、保健事業による医療費の抑制に努めなければならない。

（普通建設事業費）

平成１５～１７年度にかけて、温泉温浴施設整備事業及びケアハウス等施設整備事業により、類似団体平均を大きく上回っているが、

平成１８年度以降、事業の優先順位付けや取捨選択により抑制を行っており、平成１９年度以降は若干ではあるが類似団体平均よりも

低い値となった。平成２１年度については、地域活性化臨時交付金事業の普通建設事業が増加し、類似団体平均より若干上回ったが、

今後も引き続き、事業の優先順位付けや選択により普通建設事業費の抑制を図る。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 433,278 200,406 175,420 14.2
賃金（物件費） 17,254 7,981 13,854 ▲ 42.4
一部事務組合負担金（補助費等） 120,095 55,548 27,797 99.8
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 2,293 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 18,793 8,692 8,199 6.0
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 9,026 4,175 4,740 ▲ 11.9
▲退職金 ▲ 33,338 ▲ 15,420 ▲ 18,656 ▲ 17.3
合計 565,108 261,382 213,646 22.3

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 22.20 19.44 2.76
ラスパイレス指数 93.7 93.5 0.2

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

615,733 284,798 171,123 66.4

積立不足額を考慮して算定した額 - - - -

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）
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人口1人当たり決算額
(円)

300,000

積立不足額を考慮して算定した額
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

- - - -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 28,814 13,327 31,600 ▲ 57.8
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

9,386 4,341 8,851 ▲ 51.0

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

- - 5,615 -

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

49 23 68 ▲ 66.2

▲特定財源の額 ▲ 4,332 ▲ 2,004 ▲ 8,610 ▲ 76.7
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 473,606 ▲ 219,059 ▲ 137,849 58.9

合計 176,044 81,426 70,799 15.0

※実質公債費比率については1月31日現在の数値
※参考 実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

1,221,453 513,000 6.1 145,084 ▲ 36.8 42.9

うち単独分 657,682 276,221 ▲ 21.0 86,352 ▲ 27.8 6.8

572,350 243,657 ▲ 52.5 155,309 7.0 ▲ 59.5

うち単独分 446,694 190,163 ▲ 31.2 69,293 ▲ 19.8 ▲ 11.4

273,461 119,624 ▲ 50.9 161,387 3.9 ▲ 54.8

うち単独分 215,172 94,126 ▲ 50.5 66,794 ▲ 3.6 ▲ 46.9

286,946 128,273 7.2 176,539 9.4 ▲ 2.2

うち単独分 218,003 97,453 3.5 75,430 12.9 ▲ 9.4

595,001 275,209 114.5 262,834 48.9 65.6

うち単独分 453,430 209,727 115.2 147,509 95.6 19.6

過去５年間平均 589,842 255,953 4.9 180,231 6.5 ▲ 1.6

うち単独分 398,196 173,538 3.2 89,076 11.5 ▲ 8.3
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